
香港、IRDへの課税所得申告の遅延に対する罰則事例 1

- 取締役や株主が海外に居住していること、または財務・会計に関する知識や経験が不十分であることは、
一般的にはこのような不履行の合理的な説明とは認められないものの、事案の具体的状況によっては、善
意で専門家の助言に依拠していたことは弁解として認められる可能性はある

- 本件において残された課題は、納税者が当初、その所得を非課税の国外源泉所得と判断した根拠（その
主張は後に取り下げられたものの）を示す証拠を提示できていた場合、税務上訴委員会が異なる判断を下
す可能性があったかどうかである

所得が海外源泉であるということを理由に、内国歳入局長官（以下、「CIR」）への通知を行う必要がないと考える
場合、税務専門家のアドバイスを受けるべきです。
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1 当該決定は以下のリンクからアクセスできます。

https://www.info.gov.hk/bor/en/decisions/D1523.pdf
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事案の具体的状況

納税者は香港に設立された非公開会社であり、その年度決算日は12月31日です。同社は、2016年7月14日から2017年12
月31日までの期間、および2018年、2019年、2020年12月31日に終了する各年度において海運・航空サービスの提供に従

事していました。

初年度は無申告、以後は年次確定申告書の発行がない

内国歳入局（以下、「IRD」）は、2018年2月5日、2016/17課税年度の事業所得税申告書（以下、「2017年申告」） を納税者宛

てに発行しました。その後、納税者は2017年申告を提出し、初年度に事業活動がなかったことを申告しました。

その後、納税者が2017年申告に無収入と申告したことを受け、税務当局は2018年11月29日付で、同社に対して年次申告の

提出を免除する旨の通知書（Form IR1812）を発行しました。

ただし、同通知書において、納税者は、内国歳入法（以下、「IRO」）のセクション51（2）の規定により、課税年度において課税所

得が発生した場合には、当該課税年度の末日または会計期間の終了後から4カ月以内にCIRに書面で通知する必要があると

説明をされていました。所定の期間内に課税所得の申告を怠った場合、IROのセクション82Aに基づき、最大で1万香港ドル及

び未申告税額の3倍を上限とした罰金が科される可能性があります。

IRDによる納税者への申告書の発行

2020年5月5日、IRDは納税者に対し、2019/20課税年度の事業所得税申告書（以下、「2020年申告」）を発行しました。2021
年7月27日、納税者は2020年申告を提出し、当該年度の課税所得は14,656,917香港ドルでした。

課税対象であることのIRDへの申告の遅延

納税者が税務代理人を通じて、2017/18年度および2018/19年度において課税所得が発生したことを申告し、事業所得税申

告書の発行をIRDに要請したのが、2022年3月22日になってからでした。

2022年4月11日、IRDは納税者に対し、2017/18年度、2018/19年度、2020/21年度（以下、総称して「当該年度」）の事業

所得税申告書（以下、「申告書」）を発行しました。2022年7月15日に、国外源泉所得を伴わない申告書がIRDに提出されました。

IRDはその後、当該年度の事業所得税査定を発行しましたが、納税者は異議を唱えませんでした。

課税申告遅延による納税者への罰則

2023年2月13日、CIRは、納税者が当該年度の所定の期間内に課税所得の申告をしなかったことについて、IROのセクション

82A（4）に従って追徴課税の形で罰則を科す旨の通知を発行しました。

納税者は、税務代理人を通じて、上記の通知に対し、正当な理由とともに、その不履行が故意ではなかったとする正当な理由を

付して陳述書を提出しました。その主な理由は、株主が財務・会計に関する知識や経験が不十分というものでした。

IRDは、その陳述書を検討した結果、2023年4月13日に次の金額で当該年度の追徴課税を課しました。

2020/212018/192017/18対象年度

HK$1,554,819HK$1,862,329HK$2,428,230過少申告

HK$50,000HK$169,000HK$360,000追徴課税
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本件の経緯等の概要は、下表にまとめています。

#2022年3月23日（課税所得発生申告の提出日）まで。

*2022年4月11日（2020/21課税年度申告の発行日）まで。

追徴課税に対するBORへの不服申し立て

納税者は、（i）定められた期限内に課税対象を通知しなかったことについては合理的な理由があるため、追徴課税の対象には

ならない、また、（ii）上記の（i）が認められなかったとしても、当該状況を踏まえると追徴課税額が過大であると主張し、税務上訴

委員会（以下、「BOR」）に対して追徴課税の決定に不服を申し立てました。

BORの決定

納税者は、BORの不服審査会において税務代理人を代表として出席させ、その主張を裏付けるための証人を出席させることは

しませんでした。

税務代理人は、関連するすべての期間において、納税者の2名の株主は海外在住であると主張しました。また、納税者は香港

に事業所を有せず、従業員の雇用も顧客や仕入先もありませんでした。香港の2名の取締役は名目上の取締役であり、事業運

営には関与していませんでした。納税者のすべての事業活動は香港外で行われ、海外在住の2名の株主によって管理されてい

ました。

したがって、納税者は当初、その利益は国外源泉であり、香港で課税対象となる所得は発生していないと考えていました。しかし、

その後、2021年7月に最初の決算がほぼ確定した時点で、経営陣は見解を変更し、当該利益を国外源泉として扱わないことを

決定しました。このため、納税者による香港での課税対象所得の発生についてのIRDへの通知は遅れることとなりました。

しかし、BORは、納税者が雇用主の申告書と2名の株主の渡航記録を提出した以外に、当初その利益が国外源泉であると考え

ていた根拠を裏付ける十分な証拠を提示していないと指摘しました。さらに、CIRが提起した多くの質問に対しても、納税者は十

分な回答を示していませんでした。

また、BORは、納税者が不服審査会で提起した上述の論点について、2022年3月22日に納税者がIRDに対して課税対象とな

る所得の発生を通知した際には言及されていなかったと指摘しました。さらに、2023年2月22日にCIRが追徴課税の形で罰則

を課す旨を通知した際、納税者がこれに書面で回答した際にも、その論点は提起されていませんでした。

申告書受領日申告書発行日
課税申告の

提出日

監査済決算書の

署名日
課税申告期限対象課税年度

2022年7月15日2022年4月11日2022年3月23日2021年7月15日2018年4月30日2017/18
2022年7月15日2022年4月11日2022年3月23日2021年7月15日2019年4月30日2018/19
2022年7月15日2022年4月11日-----2022年1月31日2021年4月30日2020/21

過少申告加算税の割合追徴課税過少申告遅延期間（日）対象課税年度

14.83%HK$360,000HK$2,428,2301,423#2017/18
9.07%HK$169,000HK$1,862,3291,058#2018/19
3.24%HK$50,000HK$1,544,819346*2020/21
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いずれにせよ、BORは、たとえ納税者が当該利益を非課税の国外源泉所得であると主観的に信じていたとしても、課税対象所

得についての通知義務を怠ったことに対する合理的な弁解にはならないと判断しました。

さらに、当該期間中に株主が海外に居住していたことや、財務・会計に関する十分な知識や経験が不足していたという主張につ

いても、合理的な弁解とは認められないとしました。

この点に関して、BORは、納税者が2名の株主の学歴や実務経験を示す証拠を提出しなかっただけでなく、より重要な点として、

納税者の知識や経験の欠如や居住地は、一般的に合理的な弁解と認められないと指摘しました。

したがって、BORは、納税者が所定の期間内に課税所得の通知をしなかったことについて、合理的な理由はないと判断しました。

また、BORは、追徴税額について、関連する事業所得税申告の提出が遅れたことを考慮すると、IRDが過少申告に伴う延滞税

のうち利息相当分を回収する範囲を超えるものではないことから、追徴税額が過大であるとはいえないと判断しました。

上記の理由により、BORは納税者の不服申し立てを棄却しました。

論評

納税者は、自らの利益が非課税の国外源泉所得であると主張し、定められた期限内に課税所得の通知をIRDへ行わない場合

があります。

最終的にその利益が非課税であることを証明し、IRDがそれを認めた場合には、一般的には問題にはなりません。

しかし、納税者による海外所得に関する主張が最終的にIRDにより証明または受理されず、その後請求を放棄した場合には、問

題が発生する可能性があります。なお、今回のケースで主張されているように、納税者が何らかの理由で、当初、国外源泉であ

ったと信じてIRDへの通知を行わないといったことも考えられます。

特に、BORは本件において、（i）納税者が当初その利益が国外源泉であると考えていたことを裏付ける証拠を提出していないこ

と、また（ii）そのような主張が課税対象所得の発生通知やCIRへの書面説明のいずれにおいても、一切提起されていなかったこ

とから、その主張の真実性に疑念がある点を強調しました。

したがって、本件において残る問題は、納税者が、たとえば当初の国外源泉所得と判断したことの合理性や、その後見解を変更

した理由を説明する個人証言など、根拠となる証拠をもし提示できていた場合、BORが異なる判断を下す可能性があったかどう

かという点です。

いずれにせよ、国内源泉所得の適格性については本質的に非常に専門的であることから、納税者の主観的な認識だけでは合

理的な弁解とならない可能性がありますが、事案の事実関係によっては、税務専門家の助言に誠実に依拠していたことが合理

的な弁解として認められる場合もあります（例えば、BOR事案番号D18/91）。

該当する所得が海外源泉であるということを理由に、CIRへの通知を行う必要がないと考える場合、税務専門家のアドバイスを

受けるべきです。
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